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はじめに
2005 年憲法改革法（Constitutional Reform Act 2005）は，連合王国における司法
制度のガバナンス， 管理および行政を全面的に見直した＊1。私の他の論文 〔「連合王
国における司法の独立性と司法のアカウンタビリティ」のこと―訳者注〕において論じ
たように，憲法改革法は，大法官（Lord Chancellor）の古典的な職に極度に集中さ
れた，閉じた，秘密で，インフォーマルで偏狭なアプローチを，多様なアクター
（政治家，裁判官，公務員および素人（非法曹））を含むより開かれた，フォーマル
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で包括性のあるアプローチに取り替えた。憲法改革法によって制度化された様々な
改革の中心的なテーマは，より大きな裁判官の自己ガバナンスによって弱められ
る，司法システムについての日常的な決定からの大法官の相対的な後退であった。
これらの改革の一部として，憲法改革法は，イングランドおよびウェールズにおけ
る裁判官任命過程をまた再編し，大法官に焦点が当てられた制度を，新設の独立し
た裁判官選考委員会（Judicial Appointments Commission）に基礎を置いた新しいシ
ステムに替えた。この論文において，私は，新しい裁判官任命過程について考察す
る。私は，20 世紀における裁判官任命に対する伝統的なアプローチの概略を説明
することによって始め，労働党政府に裁判官選考委員会を設置させることを促した
諸要因を指摘する。それから，イングランドおよびウェールズにおける新しい選考
過程に関与する中心的アクターである裁判官選考委員会の仕事量と構成についてみ
ていく。その設置から 10 年以上にわたって，裁判官選考委員会は，制度的な風景
において確固たる地位を占めているが，このことは，その最初の 10 年間がその主
要な利害関係者の大部分 （司法省 （Ministry of Justice）， 上級裁判官および法専門職） 
との緊張によって特徴づけられていたという事実を間違って伝える。私は，裁判官
選考委員会は，議論あるところであるが，利害関係者の信頼を維持する必要性の結
果として，裁判官の多様性の追求において，慎重であったことを示唆しつつ，これ
らの緊張の幾つかの理由と結果を論じる。それから，裁判官選考委員会によって運
営される選考過程におけるキーとなる段階を考察する。最後に，多様性，選考過程
への裁判官のインプットおよびアカウンタビリティに特に注目して，裁判官選考委
員会が運用する選考過程の査定を提供することによって閉じる。
一　20 世紀における裁判官任命
私の他の論文〔「連合王国における司法の独立性と司法のアカウンタビリティ」のこと
―訳者注〕で論じる，連合王国における司法の独立性に対する伝統的なアプローチ
と歩調を合わせて，20 世紀における司法のアカウンタビリティは，安定性，秘密
性，インフォーマル性によって特徴づけられる。非法的習律によって大部分規制さ
れているシステムの中心には，大法官がいて，裁判官職に誰を任命するかについて
相当な裁量を有している1）。厳密にいうと，大法官は，高等法院（High Court）ま
での任命について決定し，まさにトップの任命（控訴院（Court of Appeal）および
貴族院上告委員会（Appellate of the House of Lords）への任命）については，大法官
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の助言に基づき，首相によって任命がなされる＊2。2005 年前，大法官は，常に
（習律に従えば）法曹資格を有し，イングランドおよびウェールズの裁判所の長と
しての活動を含む責任を有していた。このことは，大法官を，個人的に彼らの多く
が大法官に知られる個々の候補者を評価するに比類なきほどに適した位置に置いた
といわれる。公務員の小規模なチームが任命のための候補者を特定する職務におい
て大法官を援助した。
1990 年代中頃までに，裁判所の増大する規模は，拡大する大臣の権限と相まっ
て，個々の選考の詳細を検討するために，継続的な大法官を職員に大きく依存する
ことへと通じるものとした。大法官府のトップの公務員である事務次官は，裁判官
やバリスタから候補者についての見解を個別に調査した。その後に，毎月の会議に
おいて， 大法官は， 「秘密の調査 （secret soundings）」 と呼ばれるもので， 上級裁判官
から意見聴取した。これらの「秘密の調査」は，上級裁判官に相当な影響力を与え
た。大法官が，ある者が任命されるべきか否かについての裁判官の見解から離れる
ことは希であった2）。上級裁判官の間で，意見はしばしば異なったが，大部分の任
命は，以前の公務員が秘密のインタビューにおいて述べたように，「上級裁判官の
内部にある支配的な思考法」を反映していた。結果は，政治的，法的および裁判官
からの影響の混合をもつ，大臣モデルであり，そこでは，任命はフォーマルには，
大法官によってなされるかまたは大法官の助言によってなされたが，景色の背後に
は，相当な影響力を行使する公務員と上級裁判官がいた。しかし，世紀の中頃まで
に，大部分の者は，任命が，メリットに基づき，党派的な考慮にはいかなる比重も
与えられていないことを認めた。高度にインフォーマルな過程は，迅速で，安価
で，効率的であるという長所を有していたが，そのインフォーマル性，秘密性や，
任命される者がほとんど常に，白人，男性，私立で教育を受けた〔エリート中等学
校出身の―訳者注〕，中流または上級階級のバリスタであるという裁判所の狭い範囲
での構成を複製することで批判されていた。私の他の論文〔「連合王国における司法
の独立性と司法のアカウンタビリティ」 のこと―訳者注〕で示したように，1990 年代終
わりまでに，任命過程は，フォーマルさの著しい欠如によって際立っていた。公
募，職務記述書（job description），応募用紙，フォーマルなインタビューや選考基
準は存在しなかった。実際，過程は秘密のもので，しばしば選考された候補者も，
「肩たたき（a tap on the shoulder）」として知られているものを受けるまで，常に彼
らが裁判官職のために検討されていたことを認識していなかった3）。
裁判官任命に対するこのインフォーマルで，閉じられた秘密のアプローチを改革
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するために二つの原動力があった。第一は，多様性拡大の前進の欠如であった。女
性，マイノリティで，特権的でない社会的経歴を有する裁判官は相当少なかった。
イングランドおよびウェールズにおける法専門職は，2 種類のもの―バリスタと
ソリシタ―を有しているが，裁判官はほとんど常にバリスタとして，そして，し
ばしば商事実務で活動していた。換言すれば，より多くのソリシタや，非商事実務
から法実務家を任命する必要性があった4）。2002 年の報告書は，過程の自己複製的
性質や結果としての多様性増加の失敗を批判して，任命過程に深刻で慢性的な問題
を確認し，性差別を隠すものとして，「秘密の調査」の使用を特徴づけた。した
がって，その報告書は，独立した任命組織に基礎づけられた新しい過程をつくるこ
とを勧告した5）。2003 年に，労働党政府は，裁判官の多様性は，「任命過程の重大
な再構築」を含む「新鮮なアプローチ」を要求すると認めた6）。第二の変革の原動
力は， ブレア （Blair） 政権の憲法改革の広範なプラグラムであった。地方分権は， イ
ングランドおよびウェールズ以外の裁判官任命過程を含んだ。2002 年裁判（北ア
イルランド）法（Justice （Northern Ireland） Act 2002）は，北アイルランドの独立し
た選考委員会を設置する枠組みの概略を示し，それは，北アイルランド裁判官選考
委員会（Northern Ireland Judicial Appointments Commission）へと通じ7），スコット
ランドにおいては，スコットランド裁判官選考委員会（Judicial Appointments Board 
for Scotland） が後に設置された8）。したがって， イングランドおよびウェールズに
おける裁判官任命の大臣モデルを独立委員会の勧告に基づくものに替える提案は，
スコットランドや北アイルランドにおける先例に従った。
二　裁判官選考委員会―仕事量と構成
憲法改革法は，大法官のかなり無拘束な裁量と裁判官や実務家からの「秘密の調
査」の周りにつくられた高度にインフォーマルで閉じられた任命過程を，かなり
フォーマルな包括的で相当詳細な制定法上の制度で取って替えた。この新しい制度
の特色を示す特徴の一つは，大法官の限定的な（そして，大部分の空席補充にとっ
て，ほとんど完全に消滅した）役割である。この点で，憲法改革法は，裁判官，実
務家および非法曹によって構成される独立した組織である裁判官選考委員会を基底
におく裁判官任命の完全に新しい制度的構築物を設置することによって，執行府か
ら権限を除く基本的な移行を達成してきた。大臣モデルは，大法官と職員の手に多
くのものが集中させられているものであったが，対照的に裁判官選考委員会によっ
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て運営される選考制度は，多数のアクターが選考過程の異なる段階において参加す
ることを規定する。
裁判官選考委員会は，イングランドおよびウェールズにおける裁判所および審判
所（さらに，スコットランドまたは北アイルランドにまで管轄権が及ぶ一定の審判
所）における裁判官職の候補者を特定する。裁判官選考委員会は，公募，試験また
は書類選考による候補者名簿作成，インタビューや（少なくとも幾つかの役割につ
いては）プレゼンテーションまたはロール・プレイングを含む長期の高度にフォー
マル化された選考過程を運営する。毎年，任命のために約 600 名から 700 名の勧告
を行って，裁判官選考委員会は，特にスコットランドや北アイルランドにおける同
等の委員会と比較して，重度の負担を有している9）（スコットランドにおいては，
スコットランド裁判官選考委員会は，毎年 30 名の勧告を行い，他方で，北アイル
ランド裁判官選考委員会は，約 40 名の勧告を行う）。空席補充の人数は，裁判官選
考委員会が実施を要請される競争の数や類型によって，毎年変化する。最初の 10
年間（すなわち，2006 年から 2016 年まで）は，裁判官選考委員会は，それが運営
する様々な選考の間に 36,000 名の応募を受け，任命のために約 5,000 名の勧告を
行った。
一部は，重度の負担のために，裁判官選考委員会は，国際的基準に照らすと多数
の委員を有している10）。その構成は，法令によって規制されており，大法官は，
首席裁判官 （Lord Chief Justice） 〔イングランドおよびウェールズの裁判所のトップ―訳
者注〕の同意を得て，構成を変更することができ，裁判官職を有する委員よりも，
裁判官職を有さない委員が多く存在することを規定していた11）。2018 年には，裁
判官選考委員会はコミッショナーとして知られている15 名の委員からなっている。
これらの内， 7 名が裁判官職を有し， その内 1 名は治安判事であり， さらに， 2 名は
法実務家であり， そして， 6 名の非法曹委員がおり， その内 1名は， 裁判官選考委員
会の委員長である。司法省は， 委員を公募で募集し， 例外は， 裁判官評議会（Judges’ 
Council）によって指名される 2 名の上級裁判官委員と， 審判所裁判官評議会（Tribu-
nal Judges’ Council）によって指名される 1 名の上級審判所裁判官である12） ＊3。委
員は典型的には， 2 年または 3 年の更新可能な任期で， その任期は 5 年までのもの
とすることができるが， 最長10年の任期に服して任命される13）。委員は， 任命候補
者を勧告すると同じく，裁判官選考委員会の戦略を形成する。
選考委員会における裁判官，実務家，非法曹代表の間の適切なバランスをとるこ
とは， 必然的に微妙なものである。制定法に従えば， 裁判官選考委員会の委員長は， 
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非法曹でなければならない。これは，過度の裁判官の影響というリスクを防ぐこと
が意図されている。裁判官選考委員会において，非裁判官委員は，また裁判官委員
を数で上回る（8 名対 7 名）14）。しかしながら，非法曹委員よりも裁判官委員の方
が多く（7 名対 6 名）， 強力な裁判官の存在が残っている。裁判官または実務家であ
る委員は，非法曹委員を数で上回っており（9 名対 6 名），そして，一緒になって， 
裁判官選考委員会で多数を占めている。裁判官選考委員会に非法曹委員を入れるこ
とは， 選考過程に新鮮な見地を挿入する方法として， そして， 2005 年以前のシステ
ムの特徴であった一種の裁判官の自己複製に対する安全弁として，みられていた。
それらが，過度の裁判官の影響力のリスクに対して，実務における効果的なチェッ
クであるか否かは，私が以下で戻ろうとしている問題である。現在，比較の観点か
ら，裁判官選考委員会の構成は，概ね，6 名の裁判官，2 名の実務家，5 名の非法
曹委員が存在する北アイルランド裁判官選考委員会と同様であることを指摘してお
くことで十分である。キーとなる相違は，北アイルランド首席裁判官が北アイルラ
ンド裁判官選考委員会の委員長であることである。裁判官選考委員会における非法
曹代表は，スコットランドにおける同等の組織であるスコットランド裁判官選考委
員会と比較して有利とはいえない。スコットランド裁判官選考委員会における非法
曹委員は，裁判官委員および実務家委員の数と同じであり，非法曹委員の 1名は，
委員長として活動する。5 名の非法曹委員，3 名の裁判官，2 名の実務家で，ス
コットランド裁判官選考委員会は，より強力な非法曹代表を有している。スコット
ランド裁判官選考委員会の非法曹委員が裁判官委員および実務家委員と同数である
という要求は，裁判官と実務家が同様の鼓動を分かち合っているという見込みの認
識を有している15）。スコットランド裁判官選考委員会における非法曹の高レベルの
関与は， スコットランドの裁判所によって強力に （しかし不成功に） 抵抗され， 初期
の段階において膿の出る腫れもの（running sore）であった。
三　裁判官選考委員会の最初の 10 年―制度的足場の確保
その設置から 10 年以上が経過して， 裁判官選考委員会は， 今日， 大部分の者が憲
法上の地図の確固たる地位とみる位置を占めている16）。裁判官選考委員会によっ
て監視されている新しい選考のモデルは，現在，それからの十分な離脱を提案する
少数の者を除いて，「広い合意」を得ている17）。2018 年に，裁判官選考委員会，司
法省および裁判官は，裁判官任命という共有の試みにおいて，仮に，裁判所を多様
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化することの前進において以下で論じられるように， 苦痛なほど遅いとしても， （大
部分は） 合理的に効果的に協働しているようにみえる。しかしながら， このことは， 
裁判官選考委員会が，時には騒々しかった最初の 10 年間に直面する困難の数や規
模を誤って伝えるものである。この騒動の多くは，裁判官選考委員会とその主要な
利害関係者（裁判所，法専門職および司法省）のかなり不安定な関係からの帰結で
あり， 結果として， 裁判官選考委員会の将来は， 10 年間の様々な時点において多か
れ少なかれ不確かであったようにみえた。手短に述べると，最初の 10 年間の歴史
は，裁判官選考委員会がかなり狭い憲法上の空間を占めていることを示し，政策変
更を推進する能力が，とりわけ，必ずしも利益が一致しない多様な利害関係者の信
頼を育成し維持するための必要性によって制限されていた。これらの目的のため
に，裁判官選考委員会の最初の 10 年間を三つの局面に分けることが可能である。
裁判官選考委員会と主要な利害関係者の緊張や時に敵対によって定義される 2006
年から 2010 年の間の最初の時期， 2011 年から 2014 年の安定化とよりいっそうの変
革の時期，そして，最終的に，2014 年から 2016 年の上級裁判官との新たな緊張の
幾つかの証拠である。10 年間を貫く黄金の糸は，利害関係者からの抵抗が裁判官
選考委員会の刷新しようとする意思を妨害する方法である。
1　緊張と敵対（2006 年―2010 年）
2006 年における活動の最初から，裁判官選考委員会は，重大な財政的困難，職
員配置の困難，仕事量の負担という多数の困難に直面した18）。財政的困難は，初
年度の 5% 予算削減の形をとった。職員の大部分は，憲法問題省（Department of 
Constitutional Affairs）（司法省に先行する大臣省）から派遣されており，裁判官を
選考する新しい方法に適応しようと努めている職員だけではなく，外部の者（例え
ば，裁判官職に応募するか否か検討している法実務家）の間においても，裁判官選
考委員会は， 政府から独立していないという認識へと通じた19）。負担の困難は， 特
定の 1 年間に生じ得る裁判官の空席補充の数に関する裁判所サービス（Court Ser-
vice）〔裁判所の事務部門―訳者注〕からの信頼できる予測データの欠如を含んでい
た。これらすべてのことが，裁判官選考委員会が憲法問題省から引き継いだ 2006
年以前の下で進行している多数の選考過程を運営することと同様に，候補者を特定
するための自らの過程を工夫することと同時期に起こった。
このことは，裁判官選考委員会の初期の年を批判，疑念と敵対によって特徴づけ
られることへと変形させた。法専門職における多数の者は，新しい選考制度の下
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で，裁判官の空席補充が満たされるのにかかる時間の長さの点で，裁判官選考委員
会に批判的であった。しかしながら，この批判の大部分は，遅延が主に司法省が過
程の最初に空席補充の要請（裁判官選考委員会が選考行為を始める前に必要である
段階）を最終決定するために，それから過程の最後に裁判官選考委員会の勧告を承
認するためにかかる時間から帰結する限りにおいて，誤ってなされたものである。
多くの裁判官とバリスタは，また裁判官選考委員会が明示的に述べられた選考基準
に関連する応募用紙，資格テスト，インタビューおよび証拠に基づく評価への依拠
を批判した。典型的には， 野心家として広くみられた多数のバリスタは， 彼が 2006
年以前の下では，ほとんど確実に任命を確保したとしても，新しい過程の下での任
命を確保する点で成功しなかったという苦情であった。この期間はまた，裁判官選
考委員会と司法省の間の緊張によっても特徴づけられた。政府は，フォーマルには
新しい任命制度に責任を負っているが，大臣や公務員には，裁判官選考委員会の日
常的な活動に影響を与える効果的な手段を欠いているという欲求不満が残ってい
る20）。2007 年から 2010 年の間大法官であったジャック・ストロー （Jack Straw） は，
上級裁判官の任命への彼の限定的なインプットと同じく多様性についての前進の遅
さに苛立っていた21）。
不安のレベルを測定するものは，司法省が裁判官選考委員会の誕生から最初の 2
年の間に，裁判官選考委員会の見直しを準備し，2006 年から 2012 年の間に何らか
の種類の七つのフォーマルな審査をしたことである。2009 年から 2010 年の間に，
司法省が裁判官選考委員会を廃止し，裁判官の任命を直営にするかまたは任命の責
任を上級裁判官に委ねる可能性を検討し，いずれの選択肢も現実に真剣には追求さ
れなかったが，それほど関係は悪化した。このことは（裁判官選考委員会の内部で
知られるようになったように）裁判官選考委員会の最初の「臨死経験」であり，裁
判官選考委員会が，大臣に広範な非政府公的団体の廃止または再編をする権限を与
えることを求めた公的組織法案（Public Bodies Bill）の別表 7 に含まれた 2010 年に
2 回目が続いた。別表 7 に掲げられた組織は，必ずしもスクラップされたり再編さ
れたわけではないが，大臣が将来のある時点でそれらを除去するための委任された
権限を用いるリスクに服し続けた。これは，内閣府法案（Cabinet Office’s Bill）でな
されたことであり，裁判官選考委員会は，このことが裁判所や法専門職からの抵抗
へと通じるという省の助言に反してその法案に含まれた。この予測は正確であり，
裁判官や法実務家が裁判所選考委員会を守るために新しい選考過程についての誤解
を取り除き，裁判官選考委員会を法案から除くことを確保する努力は成功した。幾
179
グレアム・ジー「連合王国における裁判官任命過程の考察」（榊原訳）
人かの内部関係者によれば，これらの臨死経験は，裁判官選考委員会，上級裁判官
や法専門職の間のより建設的な関係を構築することに役立った。
2　安定と変革（2011 年―2014 年）
ある意味で，裁判官選考委員会は，これらの臨死経験を生き残った。別の意味に
おいて，省とのこれらの激しい衝突から生じたものは，結果として，ほとんど完全
に「新しい」裁判官選考委員会であった。裁判官選考委員会の至る所で重大な職員
の交代があった。2011 年までに， 新しい委員長， 新しい事務長が任命された。2012
年までに，裁判官選考委員会には，完全に新しい同僚委員が配置された。このこと
は，偶然ではなかった。職務についている最初の委員の任期の大部分が 2012 年は
じめまでに終了するようにするために，最初の委員の幾人かの任期をちょうど 1年
ずつ拡大することによって省が構築した状況であった。2006 年から 2013 年の間に
導入された 18% の予算削減は，同じ期間に裁判官選考委員会の人員について 109
名から 79 名への減少に通じさせた。これらのことに伴うのは，司法システムのビ
ジネスのニーズに，より応答するような裁判官選考委員会の新たな努力であった。
2011 年までに，裁判官選考委員会―その新しい委員長等のチーム，新しい同僚
委員，スリム化した内部組織―が自らの役割の新しいビジョンをもっていると述
べることはほとんど誇張ではない。
初期の時期の緊張の幾つかは，裁判官選考委員会の役割に関する相争うビジョン
から由来していた。裁判官や法実務家からの疑いや敵対に直面して，裁判官選考委
員会の最初の委員長は，その独立性と，裁判官職のために適切に資格を有する候補
者を特定することにおける自らの役割の重要性を強調することによって，制度的地
図にその位置を確保することを求めた。その初期の年において，裁判官選考委員会
の最初の委員長等のチームは，その役割の境界を裁判官，大臣または公務員からの
介入から保護することに関心をもっていた。この「憲法上の」ビジョンに基づい
て，裁判官選考委員会は，裁判官任命や多様性についての政策に向けて中心的な役
割を果たす積極的なアクターであった。対照的に，司法省は，裁判官選考委員会の
役割に関して「人材採用」ビジョンを有していた。これは，裁判官選考委員会の主
な責任が上級裁判官と省によって決定されるような裁判所のビジネスのニーズや人
員の要求に応答することである，人材採用機関として裁判官選考委員会が活動する
ことを考えていた。2011 年までに，新しい委員長等のチームが舵をとり，裁判官
選考委員会は，司法省の「人材採用」ビジョンに，より同情的であった。新しい委
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員長等のチームは，裁判官選考委員会をより細く，より安価で，より応答する一団
につくり替えた。裁判官選考委員会の新しいチームは，以下のことを含む変更計画
を監督した。つまり，裁判官選考委員会のコストの削減，選考過程の長さの 40 週
から平均 20 週への短縮，裁判官職を求めて応募する者の間での裁判官選考委員会
の選考過程への満足度の改善，司法システムのビジネスのニーズのより良い援助で
ある。実質的には，裁判官選考委員会は，自らの役割に関する省の人材採用ビジョ
ンに貢献した。結果は，裁判官選考委員会の第一次的な利害関係者との関係を修復
し，制度的地図に足場を安定化することであった。しかし，それは，裁判所を多様
化する点でより効果的である政策を追求することを犠牲にしてそうした。この第二
期の間，裁判官選考委員会は，私が後で戻る点であるが，より多様化した任命へと
通じる政策を追求する点で臆病であった。
より一般的に，この時期は，安定と変革両者の時期であった。以下で論じる
2013 年犯罪及び裁判所法（Crime and Courts Act 2013）の結果として，制定法上の
枠組みに対して重要な変革がなされた。強調すべきは，この時期の間，安定と変革
が関係していることである。安定は，大部分変革から生じた。裁判官選考委員会が
（その役割に関して， 人材採用ビジョンに貢献することによって） 司法システムのビ
ジネスニーズに，より応答することによって利害関係者に対する，より合意的なア
プローチを採用するにつれて，その制度的地位は安定化した。順に，変革は，この
新しい健全な安定化から生じた。主な利害関係者の信頼を得て生じ，その制度的地
位を確保し，裁判官選考委員会の新しい委員長等のチームは，その最初の委員長を
思い出せない著しい勝利を勝ち取った。このことは，控訴院や部の長のようなリー
ダーシップの地位への任命のための公募，応募用紙，候補者名簿の作成とインタ
ビューの導入を含んだ22）。もう一つの例は，高等法院へのフルタイム職の任命へ
の踏み台として広くみられている，日給支払い （fee-paid） の地位である非常勤高等
法院裁判官の役割を含む裁判官選考委員会の権限の拡大であった23）。これらの日
給支払いの地位は当初裁判官選考委員会制度からは排除されており，それは裁判官
選考委員会の初期の間，膿の出る腫れものであった。裁判官選考委員会が省や裁判
所にその権限が非常勤高等法院裁判官を任命することを含むべきことを説得するこ
とができたのは，制度的地図における自らの地位を安定化させたときであった。し
かしながら，これらの二つの勝利以外において，2014 年までに批判者は，利害関
係者を不安にする方法で刷新することを避ける過度に警戒的な団体として，裁判官
選考委員会を既に特徴づけていた。
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3　上級裁判官との新たな緊張（2014 年―2016 年）
2016 年に，裁判官選考委員会の委員長としてのクリストファ ・ースティーヴン
（Christpher Stephen）のチームは，任期を終了した。裁判官選考委員会の裁判所と
の関係を修復することは，5 年前に最初に委員長に任命されたときに彼の優先順位
の一つであった。この点についての最初の成功の後，スティーヴンの上級裁判官と
の関係は，自らの任期の終わりに向かうにつれて挑戦的なものであることを証明し
た。裁判官選考委員会の委員長は， 2013 年以来首席裁判官であるトーマス卿 （Lord 
Thomas）との建設的な仕事の関係を構築することは時として困難であると気が付い
た。裁判官選考委員会内部において，首席裁判官は，決定の多くを後からとやかく
いっていると感じられた。上級裁判官が裁判官選考委員会の選考過程の主要な要素
の幾つか（例えば，すべての応募者が標準化され能力に基づく応募用紙を完成させ
なければならないという要求，インタビューの使用）を覆そうとしているという関
心があった。上級裁判官の側では，裁判官選考委員会は，裁判官の多様性を促進す
る効果的な戦略を欠いていると感じる者や，他方で，裁判官選考委員会の選考過程
は彼らにあまりに多く面倒な要求をしている（例えば，信用照会を書き，意見聴取
で意見を聞かれる者としてフィードバックを提供し，インタビューパネルに出席す
るという点で）と感じる者がいた。これらの緊張は，一部は，個々の裁判官への職
務量の圧力の増加についての一般的な関心とともに，裁判官の年金改革によって引
き起こされた裁判官の士気の低下の時期に発生した24）。多くの裁判官は， 裁判所の
名声は，俸給や年金の現実的観点における相当の削減によって重大に減じられてお
り，これが高等法院のための最近の二つの人材採用行為がすべての空席補充を充足
してこなかった理由の一部であると信じている。実際，上級裁判官との積極的な関
係の促進の仕方―裁判官の関心を考慮するが考えもなしに服従はしないこと―
を見つけ出すことは，2016 年 10 月に裁判官選考委員会の第 3 代の委員長に任命さ
れたカカール卿（Lord Kakkar）にとっての挑戦の一つである。追加的な挑戦は，裁
判官サービスの勤務条件に不満を表明することを増大させている審理裁判官が増加
しているときに，候補者が裁判官職に応募するよう動機づけることである。
四　裁判官選考委員会の選考過程の概略
裁判官選考委員会の最初の 10 年は，表面からあまり遠くない多様な利害関係者
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の幾人かとの緊張を伴う浮き沈みによって特徴づけられてきた。これらの緊張の幾
つかは，裁判官選考委員会によって管理される選考過程の側面から生じてきた。裁
判官選考委員会によって運営されてきた選考過程は，「選考行為（selection exercis-
es）」として知られている。選考行為には六つの要素が存在する。すなわち，空席
補充の要請（vacancy request），候補者名簿の作成（short-listing），選考日，制定法
上の意見聴取（statutory consultation），勧告および最終決定である。これらの六つ
の要素は，裁判官選考委員会によって運営される通常の（下級レベルの）選考行為
の大部分に適用される。上級裁判所への任命のためには，異なる過程が存在する。
1　空席補充の要請
選考行為の計画は，大法官が空席補充の要請と可能性声明を裁判官選考委員会に
提出するときに始まる。大法官は，裁判官選考委員会に即座の選考のための候補者
の選考または将来生じる可能性のある空席補充の候補者の特定を要求することがで
きる。空席補充の要請および可能性声明は，以下のことを特定する。すなわち，空
席補充の役割，数および場所，制定法に規定された最小限の可能性の要求と同じく
大法官によって策定された追加的な選考基準，そして，パートタイムの職務の任命
が可能か否かである。空席補充の要請を受けて，裁判官選考委員会は，ウェブサイ
トにその行為を公表することを含め，選考行為を始める。
制定法は，裁判官職のための最小限の可能性の要求を特定している（例えば，候
補者が裁判官職への任命が可能になる前の法実務家として活動に費やしてきた期
間）。このトップには，大法官は，制定法には規定されていない幾つかの追加的な
選考基準を特定することができる。典型的には， 大法官は， 候補者が成功するには， 
日給支払いの経験 （すなわち， 彼らが， 例えばソリシタまたはバリスタとして， 日々
の仕事を継続してきた一方で，非常勤の裁判官の役割で審理した経験）を有すべき
ことを特定することができる。2006 年から 2011 年の間に，大法官の追加的選考基
準の使用は，裁判官選考委員会，司法省と裁判所サービスの間の厄介な交渉に服し
てきた。省と裁判所サービスにとって，特定のポストが「職を行うことができる最
善の」 （best able to do the job） 者によって埋められることを保障する 「ビジネスニー
ズ」が存在する25）。常勤の地位に任命される者に，事前の非常勤の裁判官職の経
験を要求することは，成功する候補者が裁判官職が含むものを良く理解しているだ
けではなく， また彼らがリソースが削減された裁判官協会 （Judicial College） 〔裁判官
研修所―訳者注〕 からのより少ない 「オンザジョブ」 トレーニングを要求するように
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みえるようにする。誰かを俸給制の裁判官職に選考することは，実際上，生涯任命
（または少なくとも，強制的な退職年齢まで）であり，任命された者がその役割を
果たす能力があることが重要である。省と裁判所サービスは，「即戦力のある（hit 
the ground running）」人であれば，裁判官として任命されることを望む。上級裁判
官は，省と裁判所サービスを支持し，裁判所システムを運営する責任を有する者の
みがこれらのビジネスニーズを決定することができ，首席裁判官が「依頼者のビジ
ネスの必要性に応答する （respond to the needs of the clients’ business）」 べき 「人材採
用機関」に結び付けた裁判官選考委員会が決定できるものではないと論じた26）。
その初期の年において，裁判官選考委員会は，しばしば大法官の追加的選考基
準の使用に対して，これらの基準は，可能な候補者の潜在的人材母集団（pool）を
狭め，裁判官の多様性を増加させようとする努力を挫くと論じて，それに挑戦し
た27）。非伝統的経歴（例えば，都市の事務所や大通りでの実務を行うソリシタ）
からの候補者は，しばしば自らの日々の仕事を継続しながら非常勤の裁判官職ポス
トで審理することはできなかった。裁判官選考委員会は，2006 年から 2011 年の
間， ある職員が述べるように， 「塹壕戦 （trench warfare）」 へと帰結する 「地獄のよう
な酷い混乱が生じる（all hell would let loose）」追加的基準について，かなり頻繁に
省に挑戦した。これは，裁判官選考委員会の初期の年における一方の裁判官選考委
員会と他方の省と上級裁判官の間の密度の濃い衝突がある多数の論点の一つであ
る。新しい委員長等のチームが 2011 年に据えられて直ぐに，裁判官選考委員会
は，追加的な可能基準としての日給支払いの経験に抵抗する政策をほとんど放棄し
た。裁判官選考委員会は，この効果は，追加的な基準を満たす潜在的な候補者の人
材母集団を狭める―またより多様なものではないものにする見込みがある―と
しても，そうした。それから，一つの読み方によれば，2011 年から 2016 年の間
に，裁判官選考委員会は，裁判官の多様性を積極的に促進する必要性に，上級裁判
官，省と裁判所サービスとの関係を安定化させる必要性を優先した。これは，裁判
官選考委員会が最初の 10 年間において臆病であったとときどき述べられる点の一
つである。
2　候補者名簿の作成
裁判官選考委員会は，通常，（経験ある裁判官によって準備され，編集され，裁
判官職に要求される広範な資質や属性を査定することによって応募者をテストする
ことが意図されている）オンラインの資格テストまたは書類選考に従って，候補者
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名簿の作成を行う。多くの裁判官と法実務家は，当初，資格テストの使用に反対し
ていたが，これらは今日応募過程の解決された一部として承認されている。最近，
裁判官選考委員会は，また候補者名簿作成の道具として，電話インタビューを経験
してきた。典型的には，裁判官選考委員会は，1 名の空席につき 2 名または 3 名の
者という割合で，候補者を選考日に招く。候補者名簿にあげられた候補者は，選考
日に出席するよう招かれる。信用照会（または裁判官選考委員会が今日独立査定と
呼ぶもの）が候補者名簿にあげられた候補者に要求されるであろう。裁判官選考委
員会は，2 種類の信用照会を用いる。（1） 各々の選考行為のために裁判官選考委員
会によって指名された広範な者からの裁判官/専門家信用照会と，（2） 候補者に
よって選ばれた者からの個人的信用照会である。裁判官選考委員会の初期の年にお
いて，裁判官によって提供される信用照会の質は，しばしばとても貧弱なもので
あった（例えば，候補者の能力について，それを支持する証拠なしでなされた主
張，推測や噂に基づいてなされた主張，性差別主義と隣接している論評）。今日，
裁判官によって提供される信用照会の質はかなり良くなっているといわれる。
3　選 考 日
候補者名簿にあげられた候補者は，選考日に出席する。選考日を監視するのは，
通常，パネルの長，裁判官メンバーと独立のメンバーで構成されるパネルである。
空席補充が高等法院以上のためのものでない限り，裁判官選考委員会の委員のいず
れも通常は，パネルで審理しない。このことが現実的であるほど，埋めるべきあま
りにも多くの空席補充がある。選考日は，単にインタビューを含むのみかもしれな
いが，プレゼンテーション，状況的質問やロール・プレイ活動も含むことができ
る。パネルは，それから裁判官選考委員会の委員達によって検討される報告書を準
備する。
4　制定法上の意見聴取
制定法上の意見聴取は，裁判官選考委員会に―空席補充に応じて―候補者名
簿にあげられた候補者について 1名または 2名の裁判官の論評を求めることを要求
する。その名称が示唆するように，これは，制定法によって規定されている要求で
ある。高等法院よりも下位の空席補充のために，裁判官選考委員会は，1 名の裁判
官からの論評を得るし，他方，高等法院における空席補充のためには 2名の裁判官
からの論評が求められる。委員には，意見を聞かれた者によって表明された見解に
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従ういかなる要求もないが，裁判官選考委員会は，そうしない場合には理由を与え
なければならない28）。ロバート・ヘーゼル（Robert Hazel），ケート・マレソン（Kate 
Malleson），パトリック・オブライエン（Patrick O’Brien）と私が，2011 年と 2014 年
の間に行ったインタビューは，制定法上の意見聴取が実質的な重みをもっているこ
とを示唆する。裁判官選考委員会が制定法上の意見聴取の結果と矛盾する勧告を進
めることは希である。我々のインタビューにおいて，大部分の委員は，制定法上の
意見聴取において受けた見解の質は様々であり，裁判官選考委員会は，実質の伴わ
ない見解ではなく，「証拠に基づく」見解（例えば，もし意見を聞かれた者が現在
現職の裁判官がその負担を管理することができないことを表明する場合のように）
のみに依拠することを強調した。我々がインタビューした委員は，また意見を聞か
れた者の査定に付けられた重みは，「そのポストの上級性に応じて飛躍的に増大す
る」ことに同意した。このことは，高等法院のための応募者について上級裁判官に
よって与えられたとき，制定法上の意見聴取に現実の力があることを意味する。大
部分の裁判官にとって評価過程は存在しないし，したがって，候補者の職の経験を
もつ上級裁判官の見解は，非法曹委員の 1 名が説明するように，「かなり重要」で
ある。我々のインタビューは，首席裁判官または別の上級裁判官である意見を聞か
れた者が候補者について強力な消極的見解を表明する場合の少なくとも各年の一握
りの場合においては，制定法上の意見聴取はかなりしばしば事実上の拒否権として
機能すると，我々に結論づけさせた。以下で説明するように，制定法上の意見聴取
は，裁判官選考委員会によって究極的に勧告される候補者の特定において，上級裁
判官にかなり重要な発言権を提供する。
5　勧　　告
選考日と制定法上の意見聴取が行われた後，裁判官選考委員会は，各々の空席補
充のための 1名の候補者を勧告する。裁判官選考委員会は，空席補充の重要性にか
かわらず，常に 1名の空席補充のために 1名の候補者を勧告する。裁判官選考委員
会は，その名称にかかわらず〔Appointments という名称にかかわらず―訳者注〕，裁
判官職のための最初の選考をする勧告組織として設置され，裁判官選考委員会が勧
告する者を任命するか否かの最終的決定権は，別の決定機関（以下にみるように，
空席補充に従って，これは大法官，首席裁判官または審判所上級長官のいずれかで
ある）によってなされる29） ＊4。裁判官選考委員会は，候補者名簿の候補者の選考
パネルによる査定によって導かれ，制定法上の意見聴取を経て得られた論評を考慮
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して，勧告する者を決定する。裁判官選考委員会は，良い評判（good character）を
もつ者のみを勧告しなければならず，（財政的，刑事的および専門的チェックを含
む）評判チェックの結果を考慮しなければならない。
その勧告をする際に，裁判官選考委員会は，「メリットのみに基づき（solely on 
merit）」30）， 選考しなければならないが， 選考に利用できる範囲の者における多様性
を促進する必要性に配慮する。等しいメリットがあると評価される候補者が 2名以
上いる場合，裁判官選考委員会は，多様性を増加させる目的で候補者を勧告するこ
とができる31）。これは「平等メリット（equal merit）」規定として知られており，
2013 年犯罪及び裁判所法によって導入された。この新しい規定がより多様な任命
へと通じるか否かについて見解は異なる。2 名以上の候補者が等しいとみられ得る
多くの場合が現実にあるかを疑う者もいる。2011 年，当時の裁判官選考委員会の
委員長であったクリストファ ・ースティーヴンは，その年の早くに彼がその職に就
いて以来，裁判官選考委員会によってなされた約 500 の勧告から 2名の区別できな
い候補者はいなかったと示唆していた32）。裁判官選考委員会の任命過程に関与し
ていた他の者（有名なところでは，上級裁判官であり，裁判官選考委員会の以前の
副委員長であったハレット裁判官（Lady Justice Hallett））は，反対の見解をもって
おり，等しい資質を有する候補者を有することを考えることは希ではないと示唆し
ている33）。どちらにせよ， 犯罪及び裁判所法は， 裁判官選考委員会が「平等メリッ
ト」規定をどのように実施するかについて自らの政策を工夫する余地をつくった。
政策を作成する際に，裁判官選考委員会は二つの問題に答えなければならなかっ
た。第一に， 平等メリット政策は， （候補者名簿の作成を含む） 選考過程の多層的段
階で適用されるべきかまたは裁判官選考委員会が勧告を行う単に最終段階において
のみ適用されるべきかである。第二に，人々のどのグループに対して，平等メリッ
ト政策を適用すべきかである。裁判官選考委員会は，両方の問題に政策刷新に対す
るかなり警戒的なアプローチと歩調を合わせたかなり狭い， 最小限の仕方で答えた。
裁判官選考委員会は，最初に規定は単に勧告の最終段階にのみ適用され，候補者名
簿の作成には適用されないことを決定した。この最小限アプローチは近視眼的なも
のであった。等しいメリットを有すると判断される長所と短所の異なる組み合わせ
を示す候補者が存在し得るという前提は，最終的な勧告と同じくらい候補者名簿の
作成に関連している。候補者名簿の作成において規定を適用することは，候補者が
インタビューに招かれることを阻む深く根づいた障害に対抗することを助け得るも
のである。第二の問題に対する回答において，裁判官選考委員会は，政策は公表さ
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れたデータに言及することによって過小代表が実質化される場合にのみ用いられる
べきであるという根拠に基づいて，単に人種とジェンダにのみ適用されると判断し
た。人種とジェンダ以外のグループのために信頼できるデータを集めることは，実
際，問題を含むものであるが，裁判官選考委員会は，そのような問題のパイオニア
となるために，より多くの時間と資源を捧げる必要があると示唆する者もいる34）。
裁判官選考委員会の最初の政策の狭さは，その限定された使用に反映している。
2015 年―2016 年において，その政策は裁判官選考委員会がその年になした 308 件
の勧告の内 14 件においてのみ用いられ35），2016 年―2017 年においては，12 件の
勧告においてのみその政策を適用してなされた。裁判官選考委員会の狭い警戒的な
政策は，キーとなる利害関係者を慌てさせる心配を反映していた。この警戒心は，
裁判所の関心に対する反応であった。平等メリット規定をどのように実施するかに
ついての裁判官選考委員会の意見聴取に対する過半数の応答は，裁判官やその代表
組織からのものであった。また，裁判官選考委員会，省と裁判官の間で，秘密の詳
細な交渉が存在した。裁判官の関心の強さの示唆は，裁判官選考委員会の委員長
が，裁判官選考委員会の「利害関係者は……平等メリット規定について警戒的」と
いう論評とともに，「多くの者の間に重大な警戒が存在する」と論評したときに明
らかであった36）。裁判官選考委員会の委員長は，裁判官や法実務家からの応答
は，このもっともらしい控えめな表現において，「混在して」いると記した。
主要な利害関係者によって包囲されている組織のこの絵像を拡大するのは，裁判
官選考委員会がその政策を導入後直ぐに改訂することを求めたという事実である。
2016年に準備された内部報告書は， 裁判官選考委員会は政策を候補者名簿の作成に
まで拡大すべきと勧告していた37）。この提案は， 上級裁判官との間に相当な論争を
巻き起こした。このときに，裁判官選考委員会の幾人かの裁判官委員の反対は，平
等メリット政策の拡大を妨害した。それにもかかわらず，裁判官選考委員会の委員
長の交代に続く2017年に， 裁判官選考委員会は， 政策はフォーマルには，候補者名
簿の作成に適用されないが，幾人かの女性またはマイノリティ応募者を含む等しい
メリットを有すると査定される 2名以上の応募者が存在する場合に，裁判官選考委
員会が候補者名簿に入れられる候補者の数を増加させることを説明する，その平等
メリット政策をわずかに改訂した版を公表した38）。これは，原理の声高な適用も
平等メリット規定の精神も示していない，ごまかしである。しかし，それが，なさ
れる任命に，もし相違があるならば大きな相違をなすか否かは，今後を待たなけれ
ばならない。
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6　最 終 決 定
裁判官選考委員会は，裁判官職のための最初の勧告を行い，任命するか否かの最
終的決定権は，当該空席補充に従い，別のアクターに委ねられている。裁判官選考
委員会は，その勧告を，高等法院より下位の裁判官職のために首席裁判官に，大部
分の審判所職のために審判所上級長官（Senior President of Tribunals）に，高等法院
やそれより上位のために大法官に行う。それぞれの場合，任命機関は，勧告された
者を承認するか拒否するまたは裁判官選考委員会にその勧告を再考するように求め
ることができる。2014 年前に，裁判官選考委員会は，勧告のすべてを大法官のみ
に行っていた。しかし，大法官の役割は，下位裁判所への任命について最終的決定
権を首席裁判官に，大部分の審判所の任命について審判所上級長官に移す 2013 年
犯罪及び裁判所法によってかなり薄まった39）。結果として， 大法官は今日すべての
選考の内 3% にのみ最終的決定権を有するにすぎない。2006 年から 2016 年の間
に，裁判官選考委員会が勧告した候補者を最終的な任命機関が究極的に承認しな
かったのは，約 5,000 件の任命の内，たった 6 件のみであった。換言すれば，勧告
はその間の 99.9% が承認された。このことは，裁判官選考委員会が，単なる勧告
機関として設置されたが，効果的に任命機関として機能することを示唆している。
五　上級裁判官の任命
制定法は，上級職の任命（すなわち，控訴院，部の長や首席裁判官のようなリー
ダー職）のために異なる制度を規定している。これらのパネルは，フォーマルには
裁判官選考委員会の一部ではない。パネルは 5 名の委員を有しており，その委員
は，空席補充によって変わるが，常に少なくとも自らは裁判官選考委員会の委員で
はない 2名の上級裁判官を含む。パネルは，大法官，現在の職保有者，特定の場合
には幾人かの他のアクター（例えば，首席裁判官を選考するパネルは，ウェールズ
の第一首相（First Minister of Wales）からまた意見聴取しなければならない）から
の意見聴取の要求に服して，従うべき選考過程を決定する40）。パネルは，大法官
に勧告をし，大法官は，それを承認するか拒否するかまたはパネルに再考すること
を求める。裁判官選考委員会によって運営される通常の選考過程と対比すると，こ
れらのパネルは，最初にかなりインフォーマルに機能する。例えば，インタビュー
は，控訴院への任命のためには行われない。このことは，パネルに加わる幾人かの
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非法曹委員に，非法曹の関与を「印だけ」のものとして，過程全体を「全く不毛な
もの」として表現することへと導く。別の非法曹委員は，首席裁判官と記録長官
（Master of Rolls）〔控訴院の民事部の長―訳者注〕が 2名の非法曹委員に誰が勧告され
るかを効果的に話すものとしてパネルの会議を描く。幸運にも，過程は，幾人かの
上級裁判官の強力な抵抗にもかかわらず，2011 年以来次第にフォーマル化されて
きた。今日，上級のポストのために，公募，応募用紙，候補者を絞り込む前の名簿
の作成，候補者名簿の作成，インタビューおよびフィードバックが存在する。
六　新しい任命制度の考察
私は，今，裁判官選考委員会によって運営される新しい任命制度について三つの
主要な考察を提供したい。これらの考察は，裁判官の多様性，新しい制度への裁判
官のインプットおよび新しい制度内部でのアカウンタビリティである。
1　裁判官の多様性
裁判官選考委員会の設置と大法官の役割の希薄化に伴って，任命の地形は，2005
年以来劇的に再構成されてきたが，裁判所自身，特にイングランドおよびウェール
ズにおける裁判所の上位の端の構成に重大な変化はほとんどなかった。確かに，下
位の裁判所や審判所においてある程度の前進があった。例えば，40 歳以下の裁判
所裁判官（51%）と審判所裁判官（64%）の両方の半分以上は女性であり41），2006
年から 2016 年の間に裁判官職に 1,800 名の女性が任命された42）。裁判所の二つの
決定的な入門レベルの地位，すなわち，レコーダー（Recorder）と非常勤地区裁判
官（Deputy District Judge）において特別な前進があった。例えば，10 年間の間に，
女性の非常勤地区裁判官の比率において 25% から 37% への増加が存在した。ある
程度の前進が上位の裁判所においてもみられたことはまた事実である。2005 年か
ら 2017 年初めに，高等法院と控訴院の女性裁判官の数は，10 名から 22 名に，2名
から 8 名にそれぞれ増加した43）。これは，実際前進であるが，その数は依然とし
て小さく，これらの裁判所で審理する裁判官の全体数の 21% と 19% を示すのみで
あり，執筆段階では，イングランドおよびウェールズの裁判所における 5名の最も
上級のリーダー〔首席裁判官，記録長官，家事部長 （President of the Family Division），
高等法院大法官部長（The Chancellor of the High Court），女王座部長（President of the 
Queen’s Bench Division）―訳者注〕 の役割を占める女性はいない（最高裁判所（Su-
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preme Court）の現在の長官（President）は，現在女性であるが，イングランドおよ
びウェールズの裁判所におけるキーとなるリーダーの役割を有するすべては男性に
よって占められている）。
ブリティッシュである黒人，アジア人およびマイノリティの民族（少数民族）
（Black, Asian and minority ethnic）［BAME］の裁判官の統計は，さらに良くない。裁
判官職に応募し，選考される BAME の候補者の数は，裁判官選考委員会が設置さ
れたときよりも多くなっており，2006 年から 2016 年の間に 400 名の BAME の裁
判官が任命された。しかし，BAME の裁判官は，依然として，裁判所のかなり小
さなマイノリティを代表するにすぎない。イングランドおよびウェールズにおける
おおよそ 3,200 名の専門的裁判官の内，84% が民族の情報を知られており，174 名
（6%）がその生い立ちを BAME と宣言している44）。審判所において，その数はわ
ずかに高く，裁判官の 10% がその生い立ちを BAME と宣言し，これは 40 歳以下
で 16% に高まる。昨年夏に控訴院に最初の BAME の裁判官が任命された。多くの
選考にとって，BAME からの応募の比率は，可能な潜在的人材母集団と同等かそ
れよりも大きいものであるが，任命のために勧告された応募者の比率はしばしば相
当に低い。ほぼ同様の話が専門的経歴の点でもみられる。裁判所裁判官の約三分の
一（34%）と審判所裁判官の三分の二（65%）は，非バリスタの経歴から任命され
てきたが，控訴院にはわずか 1名のソリシタしか存在しない。換言すれば，代表的
とはいえないバリスタが依然として，すべてのレベルの裁判所特に上位の端で不釣
り合いな存在を維持している。実際，このことは，白人で，中流および上流の，男
性が裁判官職を占めているという締め付けを確固なものとしている。他のより多様
なタレント―ソリシタ，政府の法実務家，法務専務職員（legal executives），学者
のような―の潜在的人材母集団は，依然として新しい選考過程を通して，十分な
数において成功的に前進していない。
それから 10 年経って，多様性について限定的な前進はなされてきたが，この大
きな多様性は裁判所全体に等しく配分されてきてはいない。前進の速度は，多くの
者が期待したよりもかなり遅く，イングランドおよびウェールズは，依然として，
裁判官の構成の点で比較可能な諸国のかなり後ろを歩んでいる45）。疑いもなく，
関連する理由の複雑な複合体がこのことを説明する。より迅速な前進の主要な障害
は，法的キャリアの初期段階において，またバリスタよりも名声があるとはいえな
いと伝統的にみられている法実務の部門において（例えば，大通りでのソリシタ実
務または地方自治体の法的チームで働く）みられる増大する多様性を反映していな
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い法実務の上位の端を有する，法専門職の継続的な層である。もう一つの障害は，
裁判官のキャリアは，特にパートタイムの職において伝統的に柔軟性を欠如してい
るという事実46），一般的にロンドンに基礎を置く高等法院裁判官が「巡回に（on 
circuit）」行く（すなわち，しばしば一度に数週間にわたって，ロンドン以外の裁
判所で審理する）一般的な期待である。
しかし，裁判官選考委員会自身はどうであろうか。これらの障害の重要性を認識
し，制定法上の枠組みが多様性を促進することに対して限定的な道具を与えるにす
ぎないことを認める一方で， 幾人かの論者は， 裁判官選考委員会の臆病さがこの 10
年間においてより迅速な前進がなかったことの説明の一部であると論じてきた。裁
判官選考委員会の「消極性（passivity）」47）は，以下の点にみられる。すなわち，「メ
リット」の伝統的な理解を置き換えないこと，選考過程内部における裁判官の信用
照会や上級裁判官からの制定法上要求された意見聴取に与えられた重要性を低下さ
せないこと，非伝統的な経歴（例えば，都市の事務所または大通りでの実務を行う
ソリシタのような法実務の類型にとっては実際的ではないであろう，日々の仕事を
継続しながら，パートタイムの裁判官職における「日給支払い」の経験を有する要
求）からの候補者を不利にする非制定法上の選考基準に抵抗しないことである。そ
れはまた，「平等メリット」についての裁判官選考委員会の狭い政策においても明
らかである。裁判官選考委員会の臆病さが司法システムにおける他の利害関係者，
上述したように，特に上級裁判官や司法省との困難で時として騒動を引き起こす関
係に関連し，部分的にはその結果であることにほとんど疑いの余地はない。このこ
とをより単刀直入に述べるならば，裁判官選考委員会が多様性に関するより迅速な
前進を求めて（またはその問題のために，制定法上の制度の下で裁判官選考委員会
に利用できる道具の完全で効果的な使用を求めて）扇動しようとする意思は，最初
の 10 年間における様々な時点での憲法上の地図における自らの地位を守るために
利害関係者を鎮める必要性によって制限されてきた。
2　裁判官選考行為への裁判官の影響力
新しい任命制度の核心における基礎的なダイナミックは，次のように簡単に述べ
られる。大法官は，個々の任命の決定や全体としての任命制度の日々の運営からは
大きく退き，裁判官，特に上級裁判官の増大する影響力によって弱められた48）（こ
れは，憲法改革法によって制度化された他の改革の中心的テーマを反映している。
つまり，大法官に焦点を当てた司法システムを運営する閉じられた，秘密で偏狭な
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アプローチは，裁判所の管理運営のために上級裁判官により大きな責任を与えるこ
とで取って替えられた）。幾人かの論者は，裁判官が今日新しい選考過程のすべて
の段階において関与するので，裁判官が現在裁判官選考委員会の運営する任命過程
に過度の影響力をもっていることを心配している。
15 名の裁判官選考委員会で活動する 7 名の裁判官委員に加えて，裁判官はまた
選考過程の最初から最後まで決定的な役割を果たしている。裁判官は，職務記述書
をつくり，資格テストやロール・プレイング作業を作成し，信用照会を提供し，選
考パネルに席を有し，候補者名簿の候補者に関する制定法上の意見聴取により意見
を聞かれる者として見解を提供し，空席補充の 97% のために，上級裁判官（すな
わち，首席裁判官と審判所上級長官）は，裁判官選考委員会によって勧告されたも
のを任命するか否かの最終決定をする。高度のレベルの裁判官の影響力が制定法に
よって裁判官選考委員会が運営する選考制度に組み込まれているが，これはそれか
ら実際には，過程におけるリピーターの行為者としての上級裁判官が，相当な比重
が彼らの志向（例えば，成功的な候補者が有すべき種類の技術についての志向およ
び/または任命されるべき特定の候補者についての志向）に向けられることを保障
するために，追加的な選考基準49）や制定法上の意見聴取50）のようなものを用いる
ことに精通してきたという事実によって強化されている。
裁判官が―意識的にせよそうでないにせよ―伝統的な専門的経歴（例えば，
バリスタや商事実務）からの候補者を好むことを前提にすれば，高度のレベルの裁
判官の影響力を有するシステムにおいては，裁判所を多様化させる点での前進はか
なり遅くなるという危険を冒していると論じる者がいる。この一つの理由は，裁判
官が候補者が獲得してきた専門的な経験に，より大きな比重を与え，優秀な裁判官
へと発達する潜在能力に，より少ない比重を与えていることである。確かなこと
は，大部分の裁判官は，今日，裁判所における多様性の欠如は問題であり，それを
救済するという関心において純粋なことであるが51），それにもかかわらず，ここ
10 年間の様々な時点で，幾人かの上級裁判官は，裁判所のより迅速な変形へと導
く取組みに抵抗しまたはそれを薄めてきた。
3　アカウンタビリティと新しい任命制度
裁判官選考委員会のアカウンタビリティを確保するために幾つかの仕組みがつく
られてきた。それは，年次報告書を公表する制定法上の義務52），裁判官選考委員
会理事会の会議議事録の公表，資源の効率的使用にかかわる支出官としての事務長
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の責任を含む。委員長，委員および事務長は，また〔国会―訳者注〕特別委員会に
おいてしばしば証言をしてきた。つまり，展開する民主主義の欠陥についての現実
の関心が存在する。フォーマルには，大法官は，任命過程全体に責任を負ってい
る。大法官は裁判官選考委員会の活動や達成について国会にアカウンタビリティを
有しており53）， 大法官は， 任命システムの側面を討論するために， 〔国会の―訳者注〕 
司法委員会や憲法委員会に出席してきた。しかしながら，上記に説明したように，
継続的な大法官は，大部分の日常的な機能を，大部分の選考行為を運営し，大部分
の任命についての最終的な決定権が首席裁判官や審判所上級長官によって行使され
ることになる，裁判官選考委員会に移してきた。裁判所は今日そのシステムにおい
て最も傑出したプレイヤーであるので，裁判所は，大法官や裁判官選考委員会と同
じほどそして日常的に，任命過程の活動に責任を負う必要がある。特に，首席裁判
官は，多様性を促進する目的のために適当と考えるようなステップをとる制定法上
の義務の下にある。任命に関する 2012 年の報告書において，その報告書の趣旨は， 
黙示的に，裁判官選考委員会が運営する過程における高度のレベルの裁判官の関与
を承認することであったけれども，多様性に関する貴族院憲法委員会の勧告の多く
は， 特に裁判所に向けられていた54）。国会の委員会は必ずしも常にフォローアップ
に十分というわけではなく，委員会がこれらの問題を首席裁判官との毎年のセッ
ションにおいて追跡するか否かは今後を待たなければならない。
国会は，システム全体の形成に散発的な関心を示してきたが，個々の任命に影響
を与えようとする願望はなかった。国会はシステムの制定法上の枠組みをつくり，
国会特別委員会の調査は，ときどきシステムの作用を含んできた。しかし，国会
は，他の上級の公職の任命を審査するシステムを発達させてきたけれども，個々の
裁判官の任命を審査することにいかなる関心も示してこなかった。しかしながら，
庶民院司法委員会は，大法官によって指名された裁判官選考委員会の委員長として
活動する最後の 2名の候補者との任命前ヒアリングを行ってきた。これらのヒアリ
ングは，委員会に裁判官選考委員会の新委員長となるように指名された候補者に質
問する機会を提供し，そうすることにおいて，その者が委員長としてどのように職
務を果たすかに影響を与える。委員会は，候補者の指名を拒否することはできない
が，批判的な報告書を提出することができ，それは，次に候補者にその氏名を引っ
込めることへと通じさせるインフォーマルな圧力へとつながる。しかし，危険は，
国会の関心が弱まっていることである。裁判官選考委員会の初期の時代において，
司法委員会は，裁判官の任命に関する政策問題について相当の注意を払ったが，そ
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れらは仕事全体の小さな一部である。インタビューを受けた 1名の者が述べるよう
に，心配は，裁判官選考委員会が国会の「騒音の中で迷子になる」かもしれないこ
とである。
裁判官選考委員会が運営する過程が公正に活動していないと感じる者のためにア
カウンタビリティの仕組みが存在する。裁判官選考委員会は，任命過程や裁判官の
活動についての苦情を調査し，大法官に勧告する裁判官任命及び活動オンブズマン
を設置した55）。裁判官任命及び活動オンブズマンの小規模の職員は，第二層の調
査権限を行使する56）。裁判官任命及び活動オンブズマンへの苦情の 90% 以上が任
命についてのもので，裁判官の活動については 10% 以下であることが最初に想定
されていた。しかし，実際には逆である。それにもかかわらず，着実な苦情が存在
し，毎年平均約 40 件の苦情が裁判官選考委員会によって受理され，裁判官任命及
び活動オンブズマンに 1 ダースが付託される。2007 年から 2012 年の間に裁判官任
命及び活動オンブズマンに付託された 60 件の苦情の内，4 件のみが部分的に支持
され，裁判官選考委員会の第一層の調査は一般的に効果的であることを示唆してい
る。部分的に支持された苦情の一例は，裁判官選考委員会の書面による回答が苦情
申立人によって提起された論点のすべてには答えていなかったと裁判官任命及び活
動オンブズマンが判断したというものである。結局，裁判官任命及び活動オンブズ
マンは，少数の案件において過程の過誤を拾い上げる限定的ではあるが有用な
チェックを提供している。
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　 訳注
＊1　本報告は， 連合王国の司法制度を扱うものであるが， 連合王国の司法制度は， イン
グランドおよびウェールズ，スコットランドならびに北アイルランドごとに異なっ
ており， 内容としては， 主にイングランドおよびウェールズを扱うものとなってい
る。
＊2　法的には国王に任命権があるが，ここでは実質的な任命権限を説明していると考
えられる。
＊3　裁判官評議会は，首席裁判官が長となり，上級裁判官や様々な種類の裁判官の代
表からなる組織である。その詳細は，イギリスの裁判所・審判所のホームページ
（Court and Tribunals Judiciary website）で説明されている。また，審判所裁判官の
代表も裁判官評議会の構成員になっている一方で，審判所裁判官評議会の詳細は同
前のホームページでは確認することができないため，ジー教授に問い合わせたとこ
ろ，審判所裁判官評議会は 2013 年裁判官選考委員会規則の諸目的のために審判所上
級長官によって設置されるアドホックな組織であり，裁判官評議会と同様の地位や
同様の範囲の責任を有するものではないとのことであった。
＊4　上述の訳注 2 でも触れたように，法的には国王に任命権があるが，ここで最終的
決定権としているのは，裁判官選考委員会からの勧告を受けて行う決定権のことで
ある。
〔付 記〕　本翻訳は，JSPS 科研費 JP17H00956 および 2018 年度南山大学パッヘ研
究奨励金 I-A-2 の助成による研究成果の一部である。
